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2023年 10月 18日 

各 位 

会社名 株式会社ツバキ・ナカシマ 

代表者名 取締役兼代表執行役社長CEO 廣田 浩治  

（コード番号 6464 東証プライム） 

問合せ先 IRマネージャー 森田 郁史 

（TEL 06-6224-0193） 

 

事業提携に関するお知らせ 
 

当社は、2023年10月18日開催の当社取締役会において、アドバンテッジアドバイザーズ株式会社（以下「ア

ドバンテッジアドバイザーズ」といいます。）と事業提携契約を締結することを決議いたしましたので、お知

らせいたします。 

記 

 

１．事業提携の目的 

当社グループは、当社及び国内外の連結子会社 22社で構成され、精密ボール、精密ローラー、ボールねじ、

送風機、その他精密部品の製造・販売を行っております。当社グループは、ものづくり企業として「安全・品

質・環境」を経営の最優先とし、社会や地域とともに自然と調和を図りながら事業活動を推進しており、今後

の脱炭素社会の実現へ向け EV、風力発電等に不可欠な部品提供を促進するとともに、コロナ禍や高齢化を受

けた高品質なヘルスケアニーズに対応した医療向け製品等のグローバル化を加速化させつつ、経営戦略を着実

に実行、さらなる利益ある成長を実現し、企業価値を継続的に創造し続ける輝く企業を目指して日々経営に取

り組んでおります。また、当社グループは、2023年 12月期を最終年度とする中期経営戦略「Transform Next 

2023」を策定し、「ベース技術の革新」、「ものづくり革新」、「戦略投資を実行するためのキャッシュの創出」

等に取り組む「Best in Class」なものづくり企業を目指しております。 

このような中、当社グループは目下の経営上の施策として、①不採算製品の見直し等による売上内容の強靭

化や米国事業・リニア事業の立て直しを通じた、稼ぐ力の回復を企図するとともに、②「Best in Class」な

ものづくり企業へ向けて、開発スピードの向上や開発リソースの効率化・強化、人材への投資、DXへの取組強

化等に取り組んでおり、これらの実現が当社グループの企業価値の向上につながると考えております。 

このような状況の下、当社は、本日付で公表した「第三者割当により発行される第 17 回新株予約権及び第

１回無担保転換社債型新株予約権付社債の募集に関するお知らせ」のとおり、資金調達に加えて、人材採用や

経営管理体制強化、Ｍ＆Ａ推進等の当社の取組みに関して高度な経営支援を受けることができ、当社の企業価

値の向上を図ることが可能であると考えられる事業提携先として、複数の上場会社への戦略的なアドバイスの

提供実績があるアドバンテッジアドバイザーズを選定いたしました。当社は、アドバンテッジアドバイザーズ

がサービスを提供するファンドに対して、第 17 回新株予約権及び第１回無担保転換社債型新株予約権付社債

を発行する予定であり、アドバンテッジアドバイザーズとの間で、本日付で事業提携契約を締結することとい

たしました。当社は、アドバンテッジアドバイザーズから受けるノウハウを活用することにより、業績向上の

ための諸施策の検討と着実な実行を積極的に推進してまいります。 

 

２．事業提携の内容 

アドバンテッジアドバイザーズからは、以下の各事項を含む支援を受ける予定です。なお、本日付で公表し

た「第三者割当により発行される第 17 回新株予約権及び第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の募集に

関するお知らせ」のとおり、当社は、アドバンテッジアドバイザーズがサービスを提供するファンドに対して、

第 17回新株予約権及び第１回無担保転換社債型新株予約権付社債を割り当てます。 

（１） 人材採用 

（２） 経営管理体制強化 

（３） Ｍ＆Ａ(資本提携を含む)の推進 

（４） その他当社とアドバンテッジアドバイザーズが別途合意する業務 
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３．事業提携先の概要 

（１） 商号 アドバンテッジアドバイザーズ株式会社 

（２） 所在地 東京都港区虎ノ門四丁目１番 28号 虎ノ門タワーズオフィス 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 笹沼 泰助 

（４） 事業内容 経営コンサルタント業 

（５） 資本金 500千円 

（６） 設立年月日 2018年１月５日 

（７） 大株主及び持株比率 Advantage Partners Pte. Ltd. 100% 

（８） 当社との関係等 資本関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

事業提携先の要望により公表を控えさせていただきます。 

 

４．日程 

（１） 事業提携契約の締結の取締役会決議 2023年 10月 18日 

（２） 事業提携契約締結日 2023年 10月 18日 

（３） 事業提携開始日 2023年 11月９日（予定） 

 

５．今後の見通し 

事業提携による 2023年 12月期の当社業績へ与える影響は軽微であると考えておりますが、今後、事実関係

を踏まえ、公表すべき事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

以上 


